
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

40,845
33,001

717

　　前受金 0

　　未払金

（　純　資　産　の　部　）

　　繰延税金負債

　　長期未払金

貸　借　対　照　表

　　その他 212 　　賞与引当金 58

48

（2017年12月31日現在）

（　資　産　の　部　）

　　建物

金　　額

資　産　合　計

　　敷金

　　その他

　　前払年金費用

　　関係会社株式

　　その他

　投資その他の資産

　　投資有価証券

643固 定 資 産

　有形固定資産

9,298

固 定 負 債

946
693
74

　　未払費用 157
　　未払法人税等

320

　　資産除去債務

　　預り金

274

40,845

416

391

純　資　産　合　計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

69

　その他有価証券評価差額金

42

　　工具器具備品

　　構築物

　　機械装置

　　車輌運搬具

　　建設仮勘定

　　土地

　　船舶

367

3,152

　　ソフトウェア

　無形固定資産

　　借地権

　　ソフトウェア仮勘定 2

　　長期前払費用

（　負　債　の　部　）

科　　　　目科　　　　目

（単位：百万円）

19,847

金　　額

流 動 資 産

　　現金及び預金

　　預け金

　　繰延税金資産

　　受取手形

　　営業未収金

　　前払費用

439

2,084
29

175

16,507
7,901

5,663

24,338

流 動 負 債 7,201
　　営業未払金 6,065

88

112

1,083

31,999
800

130
112

5,822
7,844

1,338
232

2,769

31,199
200

29,560

1,865 1,001
1,001

　　　別途積立金

　　　繰越利益剰余金

負　債　合　計

株 主 資 本

　資本金

　利益剰余金

　　利益準備金

　　その他利益剰余金 30,999

1,439
20

評 価 ・ 換 算 差 額 等



（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　【　経　常　利　益　】 2,023

営 業 外 費 用

　　為替差損 4 4

（単位：百万円）

損　益　計　算　書

（2017年１月１日から2017年12月31日まで）

営 業 外 収 益

50,977

1,774

営 業 収 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

　　【　営　業　利　益　】

　　【　営　業　総　利　益　】 3,879

2,104

科　　　　　　目

特 別 損 失

　　固定資産除売却損

47,098営 業 原 価

金　　　　額

66

　　受取利息及び配当金

1,429

5 80

12

2,047

17

571

254

166

87

8

特 別 利 益

　　固定資産売却益

　　【 税 引 前 当 期 純 利 益 】

　　投資有価証券売却益

　　その他

38

　　その他

　　その他

605

　　【　当　期　純　利　益　】

　　法人税、住民税及び事業税

　　法人税等調整額 618

　　支払補償費



評価・換算差額等

純資産合計

29,560

株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

株　　主　　資　　本

800

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

31,199

利益剰余金
合計

112 112

1,429

－

 当期変動額合計

 当期末残高

－

△ 1,032剰余金の配当

200

1,030－

2,071 当期首残高

△ 632

当期純利益

△ 1,030別途積立金の積立

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

 当期変動額

 当期変動額合計

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

 当期変動額

当期純利益

31,999 1,001 33,001 当期末残高

1,429 1,4291,429

1,439

397 112 509397

△ 1,032△ 1,032

－

31,601 889 32,49130,801

－

△ 1,032

株主資本等変動計算書
（自2017年１月１日　至2017年12月31日）

（単位：百万円）

その他利益剰余金

別　途　積　立　金

剰余金の配当

利　　益　　剰　　余　　金

資　本　金

別途積立金の積立 1,030

利 益 準 備 金

800 当期首残高 200

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

28,530



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 最終仕入原価法

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 定額法

(2) 無形固定資産 定額法

(3) リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

(2) 賞与引当金

(3) 退職給付引当金

4. その他計算書類作成のための基本となる重要事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(2) 連結納税制度の適用

(追加情報)

個　別　注　記　表

・・・・・・・

・・・・・・・

・・・・・・・

・・・・・・・

・・・・・・・

・・・・・・・

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により計上しております。

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当事業年度に発生していると認められる額を計上しております。なお、過去勤務費
用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額
法により費用処理しております。また、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　当社は、当事業年度より親会社である大塚ホールディングス株式会社を連結親法人とした連結
納税制度を適用しております。

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号平成28年3月
28日）を当事業年度から適用しております。



（貸借対照表に関する注記）

1. 有形固定資産の減価償却累計額

2. 保証債務

下記会社の金融機関からの借入金に対して債務保証を行っております。

大輪総合運輸株式会社

3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権

短期金銭債務

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営業取引による取引高

営業収益

営業原価

その他営業取引高

営業取引以外の取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）

1. 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式

2. 剰余金の配当に関する事項

(1) 当事業年度中に行った剰余金の配当

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2018年３月８日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する

事項を次のとおり提案しております。

① 配当の原資

② 配当金の総額

③ １株当たり配当額

④ 基準日

⑤ 効力発生日

（税効果会計に関する注記）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金

未払事業税

減価償却超過額

減損損失

投資有価証券評価損

関係会社株式評価損

長期未払金

資産除去債務

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債

前払年金費用

その他有価証券評価差額金

繰延税金負債小計

繰延税金負債の純額

28,249百万円

153百万円

利益剰余金

2,235百万円

693百万円

181百万円

7百万円

1,134百万円

1,032百万円

5,630百万円

720百万円

2017年12月31日

450円

269百万円

1,600,000株

2018年３月９日

20百万円

148百万円

613百万円

8百万円

△343百万円

12百万円

14百万円

△441百万円

△290百万円

180百万円

82百万円

15百万円

130百万円

△119百万円

△561百万円



（金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

2. 金融商品の時価等に関する事項

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(1) 現金及び預金、(2)営業未収金、(3)預け金

        

(4) 投資有価証券

(5) 敷金

(6) 営業未払金、(7)未払金

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入による資金
調達は現在ございません。
　受取手形及び営業未収金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図って
おります。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っ
ております。

　2017年12月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額（※） 時価（※） 差額

7,901 7,901 －

　　(2)営業未収金 5,663 5,663 －

　　(1)現金及び預金

2,084 2,084 －

　　(4)投資有価証券
        その他有価証券

1,718 1,718
－

　　(3)預け金

　　(5)敷金 367 367 0

　　(6)営業未払金 (6,065) (6,065) －

　　(7)未払金 (717) (717) －

（注1） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（注3） 関係会社株式（貸借対照表計上額 416百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ
ローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表に
は含めておりません。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

敷金の時価については、契約期間満了時の返還見込額を賃借契約期間を踏まえた期間に基
づく無リスクの利子率で割り引いて算定する方法によっております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

（注2） 非上場株式（貸借対照表計上額 146百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ
ローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4)投
資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。



 

（賃貸等不動産に関する注記）

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項

（関連当事者との取引に関する注記）

1. 親会社

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1)

2. 兄弟会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 倉庫料金、運送料金等については、市場実勢価格を勘案して交渉の上、決定しております。

(2) 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

3. 役員等

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 顧問料については、当社特別顧問としての業務内容を勘案の上、決定しております。

（単位：百万円）

　当社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル・倉庫物件（土地を含む。）を有し
ております。

貸借対照表計上額 時価

（注2） 当期末の時価は、主として｢不動産鑑定評価基準｣に基づいて自社で算定した金額（指標等を
用いて調整を行ったものを含む。）であります。

3,250 6,584

（注1） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額
であります。

期末残高

11,217

グループ内で効率的な運用を行うため、グループ内資金融通を行っております。取引金額には当事
業年度中の平均残高を記載しております。利息については、市場金利を勘案し、両社協議の上決定
しております。

預け金 2,084
資金の貸借

利息の受取
親会社 業務支援の受入

2,048

2,237

（単位：百万円）

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

被所有
直接　100%

科目取引の内容 取引金額

大塚ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱

㈱大塚製薬工場
保管・運送の受託

役員の兼任なし
親会社の
子会社

4,884

商品の購入

取引金額

倉庫収入
運送収入

親会社の
子会社

保管・運送の受託
商品の購入

土地・倉庫の賃借

倉庫収入
運送収入

0

属性 会社等の名称
議決権等の所有

(被所有)割合
関連当事者

との関係

11,489

営業未払金

大塚製薬㈱ なし

451

（単位：百万円）

営業未収金

営業未収金

1,180

科目 期末残高取引の内容

賃借料の支払 70

（単位：百万円）

属性 氏名
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 期末残高

－ －
役員の
近親者

大塚雄二郎 なし 当社特別顧問
顧問料の支

払
18

科目



（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益

（資産除去債務に関する注記）

1. 資産除去債務の概要

2. 資産除去債務の金額の算定方法

3. 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高

有形固定資産の取得に伴う増加額

時の経過による調整額

資産除去債務の履行による減少額

当事業年度末残高

5百万円

－

274百万円

20,625円66銭

893円32銭

　当社は、建築材料に石綿を使用した建物を所有し、当該建物の解体時において、法令の定める方
法により石綿を適切に除去する債務を有しているため、法令上の義務に関して資産除去債務を計上
しております。

　資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は取得から11～16年、割引率は1.9%から2.1%を採
用しております。

268百万円

－
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